
◎気候変動適応法 
（平成三〇年六月一三日法律第五〇号）   

一、 提案理由（平成三〇年四月一七日・衆議院環境委員会） 

○中川国務大臣 ただいま議題となりました気候変動適応法案につきまして、その提案

の理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 近年、高温による米や果実の品質低下、魚種の変化、大雨の頻発化に伴う水害、土砂

災害、山地災害の増加、熱中症搬送者数の増加や感染症拡大への懸念など、気候変動の

影響が全国各地で起きており、更に今後、長期にわたり拡大するおそれがあります。 

 こうした気候変動に対処し、国民の生命財産を将来にわたって守り、経済、社会の持

続可能な発展を図るためには、温室効果ガスの長期大幅削減に全力で取り組むことはも

ちろん、現在生じており、また将来予測される被害の防止、軽減等を図る気候変動適応

に、多様な関係者の連携、協働のもと、一丸となって取り組むことが一層重要となって

います。 

 本法律案は、こうした状況を踏まえ、気候変動適応を推進するための措置を講じよう

とするものです。 

 次に、この法律案の内容の概要を御説明申し上げます。 

 第一に、国、地方公共団体、事業者及び国民が気候変動適応の推進のために担うべき

役割を明確にします。 

 第二に、政府は、気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

気候変動適応に関する計画を定めなければならないこととします。 

 第三に、環境大臣は、おおむね五年ごとに、中央環境審議会の意見を聞き、あらかじ

め関係行政機関と協議し、気候変動による影響の評価を行わなければならないこととし

ます。 

 第四に、国立研究開発法人国立環境研究所は、気候変動影響及び気候変動適応に関す

る情報の収集及び提供や、地方公共団体等に対する技術的助言等の業務を行うこととし

ます。 

 第五に、都道府県及び市町村は、地域における気候変動適応に関する計画の策定に努

めるとともに、気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集及び提供等を行う拠

点としての機能を担う地域気候変動適応センターの体制を確保するよう努めることとし

ます。 

 第六に、地方環境事務所その他国の地方行政機関、都道府県、市町村等は、広域的な

連携による気候変動適応の推進のため、気候変動適応広域協議会を組織することができ

ることとします。 

 第七に、国及び地方公共団体は、気候変動適応に関する施策の推進に当たっては、防

災や農業等の関連施策との連携を図るよう努めることとします。 

 このほか、気候変動適応に関する国際協力の推進、事業者による気候変動適応に資す



る事業活動の促進、事業者及び国民の関心と理解の増進等に係る規定の整備を行います。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要です。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院環境委員長報告（平成三〇年五月二二日） 

○松島みどり君 ただいま議題となりました気候変動適応法案につきまして、環境委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、近年、高温による農作物の品質低下、大雨の頻発化に伴う災害の増加等、気

候変動の影響が全国各地で起きており、さらに今後、長期にわたり拡大するおそれがあ

ることから、気候変動への適応を推進するため、政府による気候変動適応計画の策定、

環境大臣による気候変動影響の評価の実施、国立環境研究所による気候変動への適応を

推進するための業務の実施等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る四月十日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に

付託されました。 

 本委員会におきましては、四月十七日中川環境大臣から提案理由の説明を聴取し、二

十四日及び五月十五日に参考人から意見を聴取し、五月十一日及び十五日に政府に対す

る質疑を行い、十八日に質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、本案に対しまして、立憲民主党・市民クラブ及び日本共産党から、地球

温暖化対策の一層の推進の明記等を内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取し

ました。 

 次いで、採決いたしましたところ、修正案は賛成少数をもって否決され、本案は全会

一致をもって原案のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年五月一八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 気候変動対策として、緩和策の最大限の実施により気候変動影響を最小化させるこ

とが重要であることから、脱炭素社会の実現に向けた緩和策の一層の徹底を図りつつ、

気候変動適応に関する施策を総合的に策定し、推進すること。 

二 気候変動の影響についての知見がいまだ不十分な分野について、国際機関や他国の

機関との人事交流・情報交換等を密に行うこと等によって、調査研究を推進させ、よ

り充実した気候変動の影響評価を行うこと。また、気候変動及び多様な分野における

気候変動影響の情報の収集を推進するよう努めること。 

三 気候変動の影響のあらわれ方は、人口、都市・産業構造、気候風土等の影響を受け

る側の社会の様態によって大きく異なると考えられることから、気候変動の影響に対

する脆弱性や曝露を評価するための指標や手法の開発に当たっては、地域の実情に応

じた気候変動適応の推進の重要性に十分留意しつつ進めること。 



四 多様な分野における科学的知見に基づき気候変動適応を推進するため、適応の情報

基盤の充実に向け、関係府省庁との連携や関係する調査研究等機関の連携を図ること

はもとより、これら以外の事業者や地方公共団体に対しても気候変動及びその影響の

観測・監視データの提供を求め、気候変動等に関する情報を一元的に集約し、わかり

やすく提供すること。 

五 適応策の効率的かつ効果的な実施を確保するため、その必要性、代替可能性、費用

対効果等について市民等にも開かれた評価の場を構築することを検討すること。 

六 地域の実情に応じた気候変動適応の推進の重要性に鑑み、絶対的に不足している気

候変動の研究者及び気候変動の行政事務に携わる職員の育成策を講じていくこと。ま

た、地方公共団体による地域気候変動適応計画の策定を促進するため、環境省及び国

立環境研究所の体制を十分に確保するとともに、特に、地域気候変動適応センターと

して想定される大学における研究者等を継続的に確保していくため、必要な施策を講

じること。さらに、同計画の策定状況を的確に把握し、公表するとともに、策定状況

等を踏まえ、地域の適応への取組に対して適切な支援を行うこと。 

七 我が国が世界有数の温室効果ガス排出国である現状に鑑み、地球規模の気候変動に

対応していくため、途上国に対して気候変動適応の技術・資金等に係る必要な支援を

行っていくこと。 

三、 参議院環境委員長報告（平成三〇年六月六日） 

○斎藤嘉隆君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、近年、気候変動の影響が全国各地で起きており、さらに今後、長期にわ

たり拡大するおそれがあることから、気候変動への適応を推進するため、政府による気

候変動適応に関する計画の策定、環境大臣による気候変動影響の評価の実施、国立環境

研究所による気候変動適応を推進するための業務の実施、地域における気候変動影響及

び気候変動適応に関する情報の収集、提供等を行う拠点の確保等の措置を講じようとす

るものであります。 

 委員会におきましては、適応策と緩和策の一体的推進の重要性、気候変動適応の評価

手法の開発状況及び今後の見通し、国立環境研究所の役割と今後の体制強化の必要性、

地域の実情に応じた適応策への支援措置等について質疑が行われたほか、参考人からの

意見聴取を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年六月五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 



一、気候変動対策として、緩和策の最大限の実施により気候変動影響を最小化させるこ

とが重要であることから、脱炭素社会の実現に向けた緩和策の一層の徹底を図りつつ、

気候変動適応に関する施策を総合的に策定し、推進すること。 

二、政府全体として適応策を推進していくに当たっては、環境省のリーダーシップの下、

政府の諸施策に気候変動適応を組み込むとともに、個別の適応施策を実施する際には、

気候変動影響評価を踏まえ、緊急性等の観点から、優先して進めるべき施策を常に検

討していくこと。 

三、気候変動の影響についての知見がいまだ不十分な分野について、国際機関や他国の

機関との人事交流・情報交換等を密に行うこと等によって、調査研究を推進させ、よ

り充実した気候変動の影響評価を行うこと。また、気候変動及び多様な分野における

気候変動影響の情報の収集を推進するよう努めること。 

四、気候変動の影響の現れ方は、人口、都市・産業構造、気候風土等の影響を受ける側

の社会の様態によって大きく異なると考えられることから、気候変動の影響に対する

脆弱性や曝露を評価するための指標や手法の開発に当たっては、地域の実情に応じ、

生態系に配慮した気候変動適応の推進の重要性に十分留意しつつ進めること。 

五、多様な分野における科学的知見に基づき気候変動適応を推進するため、適応の情報

基盤の充実に向け、関係府省庁との連携や関係する調査研究等機関の連携を図ること

はもとより、これら以外の事業者や地方公共団体に対しても気候変動及びその影響の

観測・監視データの提供を求め、気候変動等に関する情報を一元的に集約し、分かり

やすく提供すること。 

六、適応策の効率的かつ効果的な実施を確保するため、諸外国の知見等を踏まえ、第九

条の評価手法等の開発を早急に進めるとともに、それぞれの適応策の必要性、代替可

能性、費用対効果等について市民等にも開かれた評価の場を構築することを検討する

こと。 

七、地域の実情に応じた気候変動適応の推進の重要性に鑑み、絶対的に不足している気

候変動の研究者及び気候変動の行政事務に携わる職員の育成策を講じていくこと。ま

た、地方公共団体による地域気候変動適応計画の策定を促進するため、環境省及び国

立環境研究所の体制を十分に確保するとともに、特に、地域気候変動適応センターと

して想定される大学における研究者等を継続的に確保していくため、必要な施策を講

じること。さらに、同計画の策定状況を的確に把握し、公表するとともに、策定状況

等を踏まえ、地域の適応への取組に対して適切な支援を行うこと。 

八、我が国が世界有数の温室効果ガス排出国である現状に鑑み、地球規模の気候変動に

対応していくため、途上国に対して気候変動適応の技術・資金等に係る必要な支援を

行っていくこと。 

九、我が国では、事業者等に気候変動がもたらす経済的リスクの大きさに対する認識が

十分に浸透していないことを踏まえ、気候変動に関するコストの試算等を分かりやす



く示すための知見の充実を図ること。また、事業者等による気候変動適応に関する事

業活動等を促進するための具体的な支援措置を講じること。 

  右決議する。 


